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株 主 各 位 証券コード  9767
2025年６月５日

東京都新宿区西新宿六丁目10番１号

日 建 工 学 株 式 会 社
代表取締役社長 皆川　曜児

当社ウェブサイト　　https://www.nikken-kogaku.co.jp/ir/sokai/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第62回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第62回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、
以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき「第62回　招集ご通知」をご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日建工学」又は
「コード」に当社証券コード「9767」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情
報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認
ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、後記の株
主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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■１  日　　時 2025年６月26日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
■２  場　　所 東京都新宿区西新宿六丁目８番２号

ＢＩＺ新宿１階　多目的ホール
(末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

■３  目的事項 報告事項 1．第62期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計
算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

2．第62期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役７名選任の件

■４  招集にあたっ
　 ての決議事項

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。

■5  議決権行使につ
いてのご案内 ３頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申しあげます。なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（https://www.nikken-kogaku.co.jp/ir/sokai/）及び東証ウェブサイト
に掲載させていただきます。

◎ 本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面を
お送りいたします。

記

以　上

2



行使期限 2025年６月25日（水曜日）午後５時30分到着分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

日時
2025年６月26日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください）

議決権行使書のご記入方法
議 決 権 行 使 書

株主番号

議  案 第１号
議　案

第２号
議　案

賛
否
表
示
欄

御中
　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.

お　願　い
議決権行使個数 個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
株式会社○○○○

 

賛

否

賛

否

※議決権行使書はイメージです。

第１号議案 第２号議案について
賛 成 の 場 合 →賛 に○印 全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
反 対 の 場 合 →否 に○印 全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印

一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

→賛 に○印をし、反対する候補者
番号を隣の空欄に記入
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第１号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式１株につき金 ３０円
配当総額 ５5，８４０，１７０円

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月27日

株主総会参考書類

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付け、当該期の業績および先行きの見通し
等を踏まえながら、内部留保とのバランスを考慮しつつ安定的に配当を実施して行くことを基本方針としておりま
す。
　当期の期末配当につきましては、上記基本方針を総合的に勘案し、下記のとおり１株につき30円とさせていただき
たいと存じます。

　期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存
じます。
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第２号議案 取締役７名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位

1
 みな 

皆
 かわ 

川
 

　
 よう 

曜
じ

児 代表取締役社長 再 任
　

2
 うえ 

植
 だ 

田
 

　
 たけ 

剛
し

史 常務取締役 再 任
　

３
あい

相
だ

田
 

　
かず

和
や

也 管理部長兼消波根固事業部長 新 任
　

４
さか

坂
た

田
 

　
まさ

昌
や

也 製品販売事業部長 新 任
　

５
にし

西
むら

村
 

　
ひろ

博
かず

一 技術部長
兼カーボンニュートラル推進室長 新 任

　

６
かね

金
き

木
 

　
　

　
まこと

誠 社外取締役（独立役員） 再 任 社 外 独 立
　

７
たか

髙
ぎ

木
 

　
だい

大
ち

地 社外取締役（独立役員） 再 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 株式会社東京証券取引所の定めに基
づく独立役員候補者

　取締役全員（６名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制強化のた
め１名を増員し、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号

1  みな 

皆
 かわ 

川
 

　
 よう 

曜
じ

児 （1956年10月４日生）

所有する当社の株式数………………… 17,615株
在任年数…………………………………… 16年
当事業年度の取締役会出席状況……… 12/12回　　

再 任
　

[略歴、当社における地位および担当]
1983年４月 当社入社
2004年４月 当社執行役員財務経理部長
2009年６月 当社取締役管理部長兼人財成長企画室長
2010年12月 当社取締役管理部長兼事業部長
2014年４月 当社取締役財務部長兼事業管理部長　

2015年６月 当社常務取締役
2016年４月 当社代表取締役社長(現任)　

取締役候補者とした理由
当社の代表取締役としてグループ経営改革を推進し、経営基盤の拡充を行い企業価値の向上に努めてきまし
た。これからもグループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献し、職務を適切に遂行できるもの
と判断し、引続き取締役として選任をお願いするものであります。

[重要な兼職の状況]　該当事項はありません。

　

候補者番号

2  うえ 

植
だ

田
 

　
 たけ 

剛
し

史 （1958年７月20日生）

所有する当社の株式数………………… 2,100株
在任年数…………………………………… 7年
当事業年度の取締役会出席状況……… 12/12回　　

再 任
　

[略歴、当社における地位および担当]
1984年４月 建設省入省
2005年７月 国土交通省港湾局開発課室長
2011年７月 国土交通省九州地方整備局河川部部長
2013年７月 国土交通省近畿地方整備局建政部部長
2015年７月 国立研究開発法人土木研究所企画部部長　

2017年10月 当社顧問
2018年６月 当社常務取締役 経営企画管掌

(現任)　

取締役候補者とした理由
当社の常務取締役として経営企画を管掌し、災害行政で養った豊富な専門知識とマネジメント経験から事業
の拡大向上に努め、経営に参画してきました。これからもグループの持続的成長と中長期的な企業価値の向
上に貢献し、職務を適切に遂行できるものと判断し、引続き取締役として選任をお願いするものでありま
す。

[重要な兼職の状況]　該当事項はありません。
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候補者番号

3 あい

相
だ

田
 

　
かず

和
や

也 （1975年6月27日生）

所有する当社の株式数………………… 600株

　　

新 任
　

[略歴、当社における地位および担当]
1998年４月 当社入社
2010年４月 当社中部営業所長
2013年４月 当社東日本事業部中部営業所長
2015年４月 当社事業部国土保全事業一課長代理
2019年４月 当社事業部河川砂防課長　

2021年４月 当社消波根固事業部長代理
2025年 4 月 当社管理部長兼

消波根固事業部長(現任)　

取締役候補者とした理由
長年に亘り営業の第一線で経験を積み重ね、型枠貸与事業の責任者として豊富な専門知識とマネジメント経
験を有し、事業価値の向上に参画し事業の拡大を行ってきました。
また、管理全般に係る知識と経験を活かすことで、グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢
献し、職務を適切に遂行できるものと判断し、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

[重要な兼職の状況]　該当事項はありません。

　

候補者番号

4 さか

坂
た

田
 

　
まさ

昌
や

也 （1976年6月26日生）

所有する当社の株式数………………… 100株

　　

新 任
　

[略歴、当社における地位および担当]
2000年４月 当社入社
2010年４月 当社北陸営業所長
2014年４月 当社東日本事業部関東営業所長
2018年４月 当社関東信越営業所長
　

2022年４月 当社製品販売事業部長代理兼関東信
越営業所長

2024年４月 当社製品販売事業部長代理
2025年４月 当社製品販売事業部長(現任)　

取締役候補者とした理由
長年に亘り営業の第一線で経験を積み重ね、製品販売事業の責任者として豊富な専門知識とマネジメント経
験を有し、事業価値の向上に参画し事業の拡大を行ってきました。
グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献し、職務を適切に遂行できるものと判断し、新た
に取締役として選任をお願いするものであります。

[重要な兼職の状況]　該当事項はありません。
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候補者番号

５
にし

西
むら

村
 

　
ひろ

博
かず

一 （1977年6月17日生）

所有する当社の株式数………………… 300株

　　

新 任

　

[略歴、当社における地位および担当]
2001年 4 月 当社入社
2010年 4 月 当社技術提案推進部課長代理
2015年 4 月 当社東北復興事業部復興事業所長
2016年 4 月 当社事業部国土保全事業二課長
2018年 4 月 当社事業部海洋事業課長　

2024年 4 月 当社技術部長代理兼カーボンニュー
トラル推進室長代理

2025年 4 月 当社技術部長兼カーボンニュートラ
ル推進室長(現任)　

取締役候補者とした理由
長年に亘り技術・営業の第一線で経験を積み重ね、技術部門の責任者として豊富な専門知識とマネジメント
経験を有し、技術開発や事業価値の向上に参画し事業の拡大を行ってきました。グループの持続的成長と中
長期的な企業価値の向上に貢献し、職務を適切に遂行できるものと判断し、新たに取締役として選任をお願
いするものであります。

[重要な兼職の状況]　該当事項はありません。

　
候補者番号

６ かね

金 
き

木
 

　
 

　
まこと

誠 （1953年10月2日生）

所有する当社の株式数………………… 5株
在任年数………………………………………… 4年
当事業年度の取締役会出席状況……… 12/12回　　

再 任

社 外

独 立
　

[略歴、当社における地位および担当]
1977年４月 建設省入省
1995年４月 建設省北陸地方建設局 阿賀野川工

事事務所 事務所長
2006年４月 国土交通省国土技術政策総合研究所

河川研究部 流域管理研究官
2007年 4 月 一般財団法人日本建設情報総合センター

CORINS/TECRISセンター長　

2009年 8 月 日本基礎技術株式会社 常勤顧問
2019年 4 月 日本振興株式会社 顧問
2019年４月 一般社団法人現場技術土木施工管理

技士会 常務理事
2021年６月 当社社外取締役(現任)　

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
行政および会社事業運営を通じて養われた企業活動に関する高い見識を有しており、当社の経営戦略や組織
改革等について積極的な意見、提言等をいただいております。同氏は過去に会社の経営に関与した経験はあ
りませんが、前述の理由により、社外取締役としての業務を適切に遂行していただいております。また、業
務執行を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、同氏の知識や
経験等を経営の監督に活かしていただきたいため、引続き社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

[重要な兼職の状況]　該当事項はありません。
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候補者番号

７ たか

髙 
ぎ

木
 

　
だい

大 
ち

地 （1980年3月2日生）

所有する当社の株式数………………… －株
在任年数…………………………………… ２年
当事業年度の取締役会出席状況……… 12/12回　　

再 任

社 外

独 立
　

[略歴、当社における地位および担当]
2007年12月 弁護士法人関西法律特許事務所入所
2013年１月 弁護士法人関西法律特許事務所パートナー弁護士(現任)
2023年６月 当社社外取締役(現任)

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
法律に関する高度な専門知識と豊富な経験を有し、誠実な人格、高い見識と能力を兼ね備えていることか
ら、当社取締役会が適切に意思決定を行い、また、監督機能の一層の強化を図るうえで、当社の社外取締役
として適任であると判断しております。同氏は過去に会社の経営に関与した経験はありませんが、前述の理
由により、社外取締役としての業務を適切に遂行していただけるものと期待しております。また、業務執行
を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、同氏の知識や経験等
を経営の監督に活かしていただきたいため、引続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

[重要な兼職の状況]　弁護士法人関西法律特許事務所パートナー弁護士

　

(注) 1．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2．金木誠氏および髙木大地氏は社外取締役候補者であります。
3．当社は、金木誠氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の社外取締役としての

選任が承認された場合、独立役員としての届出を継続する予定であります。同氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総
会終結の時をもって４年となります。

4．当社は、髙木大地氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の社外取締役として
の選任が承認された場合、独立役員としての届出を継続する予定であります。同氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主
総会終結の時をもって２年となります。

5．当社は、当社および当社子会社におけるすべての取締役および監査役を被保険者とした、会社法第４３０条の３第１項に規
定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、当該保険契約の内容の概要は「事業報告 ２会社の現況
（3）会社役員に関する状況 ④役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認
されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容で
の更新を予定しております。
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事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

1 企業集団の現況

型枠貸与事業
売上高

1,654百万円
（前期比15.6%減）

　前年度までの台風や集中豪雨による災害復旧事業及び改修事業の減少傾向の中、
売上高は1,654百万円（前期比15.6％減）となり、営業利益は223百万円（前期比
18.4％減）となりました。

製品販売事業
売上高

3,861百万円
（前期比8.8%減）

　災害に対応した河川用護岸ブロックおよび土木シート製品の出荷量が減少し、売
上高は3,861百万円（前期比8.8％減）となりましたが、営業利益は120百万円（前
期比510.6％増）となりました。

(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や、インバウンド需要の増加により、緩やかな
回復傾向が続いておりますが、物価の上昇と金融資本市場の変動およびウクライナ情勢の動向に加え、アメリカ
通商政策の影響による世界経済の減速リスクが懸念され、景気の先行きは不透明な状況にあります。
　建設業界におきましては、公共投資は底堅く推移しておりますが、労務費、建設資材価格の上昇や雇用需給の
逼迫により、引き続き厳しい経営環境となりました。
　このような経営環境のもと災害復旧事業が漸減するなかで、当社グループは、公共土木施設の強靭化へ向けた
製品展開と利益向上への取り組みを行い、併せて効率化施策を継続実施した結果、当連結会計年度における売上
高は、5,515百万円（前期比10.9％減）、営業利益は343百万円（前期比17.1％増）を計上し、経常利益は411
百万円（前期比3.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は283百万円（前期比0.4％減）となりました。

　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
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(事業別売上高) (単位：百万円)

期　別

事　業

第61期
2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで

第62期（当連結会計年度）
2024年４月 1 日から
2025年３月31日まで

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）
型枠貸与事業 1,960 31.7 1,654 30.0
製品販売事業 4,232 68.3 3,861 70.0

合　　計 6,192 100.0 5,515 100.0

　当連結会計年度の期末配当につきましては、内部留保とのバランスを考慮しつつ安定的な配当を実施していく
ことを基本方針として、将来の事業展開と経営体質及び財務体質の強化並びに配当金の安定性と継続性を総合的
に勘案した結果、１株当たり30円とさせていただきます。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は、108百万円であり、その主なものは鋼製型枠で
あります。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度においては、自己資金および所有権移転外ファイナンス・リースにより、所要資金を賄いまし
た。
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6,249,693
8,317,481

第60期
（2023年3月期）

第59期
（2022年3月期）

6,192,522

第61期
（2024年3月期）

5,515,740

第62期
（2025年3月期）

（単位：千円）売上高

411,627

866,250

第60期
（2023年3月期）

第59期
（2022年3月期）

398,628

第61期
（2024年3月期）

411,710

第62期
（2025年3月期）

（単位：千円）経常利益

280,643

662,086

第60期
（2023年3月期）

第59期
（2022年3月期）

284,646

第61期
（2024年3月期）

283,501

第62期
（2025年3月期）

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：千円）

4,076,1113,821,556

第60期
（2023年3月期）

第59期
（2022年3月期）

4,397,306

第61期
（2024年3月期）

4,599,706

第62期
（2025年3月期）

（単位：千円）純資産

第60期
（2023年3月期）

第59期
（2022年3月期）

2,235.732,095.84

第61期
（2024年3月期）

2,412.25

第62期
（2025年3月期）

2,520.69
（単位：円）1株当たり純資産額

第60期
（2023年3月期）

第59期
（2022年3月期）

153.92

363.07

第61期
（2024年3月期）

156.14

第62期
（2025年3月期）

155.55

（単位：円）１株当たり当期純利益

第59期
（2022年３月期）

第60期
（2023年３月期）

第61期
（2024年３月期）

第62期
（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売上高 （千円） 8,317,481 6,249,693 6,192,522 5,515,740
経常利益 （千円） 866,250 411,627 398,628 411,710
親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 662,086 280,643 284,646 283,501
１株当たり当期純利益 363円07銭 153円92銭 156円14銭 155円55銭
総資産 （千円） 7,303,963 6,927,272 7,198,659 6,533,779
純資産 （千円） 3,821,556 4,076,111 4,397,306 4,599,706
１株当たり純資産額 2,095円84銭 2,235円73銭 2,412円25銭 2,520円69銭

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式には「従業員向け株式交付信託」が保有する当社株式が含まれておりま
す。
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会社名 資本金
（千円）

当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

三省水工株式会社 100,000 100 消波根固ブロック製作用型枠の研究開発及び賃貸、コンクリ
ート二次製品及び漁礁用資材の販売

東洋水研株式会社 50,000 90 消波根固ブロックの型枠賃貸及びコンクリート二次製品、自
然石製品の販売

ＮＫ関西工建株式会社 10,000 100 鋼製型枠の保修、保管、輸送、施工

(3) 重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題
　物価上昇の継続やアメリカの政策動向による影響、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があり、先
行き不透明な状況にありますが、公共投資は底堅く推移するものと予想されます。業界を取り巻く環境は厳しさを
増していくものの、気候変動や地震及び火山による自然災害の激甚化・頻発化に直面するなかで、当社グループの
主たる業務である港湾、漁港、海岸、河川、砂防分野における波浪、豪雨、土砂災害等に対する緊急性の高い国の
国土強靭化に関わる防災・減災対策事業は、これからも持続可能な社会の実現にとって必要とされ続けるものと考
えております。
　当社グループは、年度ごとの災害復旧事業の増減により収益は変動いたしますが、防災・減災に適応する製品・
工法を提供し、持続可能な社会の実現に貢献できる企業を目指し既存事業の成長モデル再生を引き続き進めて参り
ます。

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）
　当社グループは、型枠貸与事業および製品販売事業を行っており、各事業の内容は以下のとおりであります。
① 型枠貸与事業
　主に消波根固ブロックの製造用鋼製型枠の貸与を行っております。

② 製品販売事業
　護岸ブロック等のコンクリート二次製品、連結した自然石製品、吸出防止、洗掘防止、遮水等の土木シート製
品等の販売を行っております。
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(6) 主要な営業所および工場（2025年３月31日現在）

① 当社の本社および営業所
本　社　　東京都新宿区西新宿六丁目10番１号
営業所　　北海道、東北、関東信越、中部北陸、近畿中国、四国、九州、沖縄
駐在員事務所　ハノイ

② 子会社の本社
名　称　　三省水工株式会社
本　社　　東京都新宿区西新宿六丁目10番１号

名　称　　東洋水研株式会社
本　社　　東京都新宿区西新宿六丁目10番１号

名　称　　ＮＫ関西工建株式会社
本　社　　徳島県名西郡石井町藍畑字西覚円944番地１

(7) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
型枠貸与事業 66名 6名減
製品販売事業 55名 5名減
全社（共通） 15名 －

合　　計 136名 11名減

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
89名 １名減 52.9歳 15.5年

① 企業集団の使用人の状況

(注) 使用人数は就業人員であり、従業員数に臨時雇用者は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業人員であり、従業員数に臨時雇用者は含んでおりません。
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(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

借入先 借入残高（千円）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 157,500
株式会社商工組合中央金庫 61,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

2 会社の現況
(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 3,899,700株
② 発行済株式の総数 1,862,254株
③ 株主数 2,240名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

フリージア・マクロス株式会社 231,500 12.44
技研ホールディングス株式会社 132,300 7.11
菊池恵理香 112,840 6.06
株式会社ナガワ 110,100 5.92
日本証券金融株式会社 67,600 3.63
日本国土開発株式会社 61,600 3.31
光通信株式会社 61,100 3.28
日本生命保険相互会社 57,695 3.10
今井正利 55,700 2.99
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 44,913 2.41

(注) 持株比率は、自己株式915株を控除して計算しております。なお、自己株式には、従業員向け株式交付信託が保有する当社株式（39,200株）
は含んでおりません。
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(2) 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

① 取締役および監査役の状況（2025年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 皆川　曜児
常務取締役 植田　剛史 経営企画管掌
取締役 五十嵐敏也 事業部門管掌
取締役 大門　忠志 管理部門・技術部門管掌
取締役 金木　　誠
取締役 髙木　大地 弁護士法人関西法律特許事務所パートナー弁護士
常勤監査役 冨永　　準
監査役 遠藤　勝利 遠藤勝利税理士事務所代表
監査役 髙安　博之 公認会計士髙安博之事務所代表

(3) 会社役員に関する状況

(注) 1．取締役金木誠氏および取締役髙木大地氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2．監査役遠藤勝利氏および監査役髙安博之氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3．監査役遠藤勝利氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
4．監査役髙安博之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
5．当社は、取締役金木誠氏、取締役髙木大地氏、監査役遠藤勝利氏および監査役髙安博之氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 当事業年度中の取締役および監査役の異動
イ．就任
　2024年６月27日開催の第61回定時株主総会において、冨永準氏が監査役に新たに選任され、常勤監査役に就
任しました。
ロ．退任
　2024年６月27日開催の第61回定時株主総会終結の時をもって、監査役の北喜治氏が任期満了により退任いた
しました。
ハ．当事業年度中の取締役および監査役の地位・担当等の異動
　該当事項はありません。

③ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、当社および当社子会社におけるすべての取締役および監査役を被保険者とした、会社法第４３０条の３
第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しています。
　当該契約の内容の概要は、以下のとおりです。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用および損害賠償金
等を填補の対象としております。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為等に起
因する損害等については、填補の対象外としています。

・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。

⑤ 取締役および監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は取締役会において、取締役個人別の報酬の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の
決議に際しては、あらかじめ決議する内容について、指名・報酬検討委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ
れた報酬の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬検討委員会からの答申が尊
重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　役員の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針の内容は以下のとおりです。
a.基本方針
　当社の取締役の報酬は、役位、業務執行状況および会社の業績見込み、従業員の給与水準等、当社の定める
一定の基準に基づき決定しております。中長期的な企業価値の向上へ向けたインセンティブとして機能する株
式報酬等の制度は実施しておりません。
　取締役の報酬の決定方法は、取締役会の諮問を受けた指名・報酬検討委員会が上記の基準から報酬額を算定
し、妥当性を審議のうえ、取締役会に答申し、その後取締役会で決議し決定しております。
　監査役の報酬については、指名・報酬検討委員会の答申を受け、月額定額報酬として監査役の協議により決
定しております。

b.基本報酬に関する方針
　当社取締役の「基本報酬」は、a.基本方針に基づき前年度業績と中長期的な業績、取締役の役割や役位等に
応じた年額の基準額を12か月で按分した月例の金額を毎月支給することとしています。

c.業績連動報酬等および非金銭報酬等に関する方針
　当社では、業績連動報酬等および非金銭報酬等の支給は行っておりません。

d.報酬等の割合に関する方針
　当社では金銭による基本報酬のみを支給しております。
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区分 報酬等の総額
(千円）

報酬の種類(千円) 支給人員
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

59,220
(6,720)

59,220
(6,720)

－
(－)

－
(－)

６
（２）

監査役
（うち社外監査役）

10,800
(5,700)

10,800
(5,700)

－
(－)

－
(－)

４
（２）

合　計
（うち社外役員）

70,020
(12,420)

70,020
(12,420)

－
(－)

－
(－)

10
（４）

e.報酬等の付与時期や条件に関する方針
　当社では「基本報酬」年額の基準額を12か月で按分した月例の金額を毎月支給することとしています。

f.報酬等の決定の委任に関する事項
　当社は、社外取締役および社外監査役の関与・助言の機会を適切にすることにより、取締役候補者の選定や
取締役の報酬等に関する取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会に任意の諮問
機関として指名・報酬検討委員会を設置しております。
　指名・報酬検討委員会の委員は、取締役会の決議により選任し、委員７名で構成し、その過半数は社外役員
であり、社外取締役２名、社外監査役２名としております。指名・報酬検討委員会の委員長は、委員である社
外役員の中から、指名・報酬検討委員会の決議によって決定しております。指名・報酬検討委員会は、主に次
の事項を審議し、取締役会に答申しております。
・当社の株主総会に提出する取締役および監査役の選任および解任に関する議案の内容
・当社の代表取締役および役付取締役の選定および解職
・当社の取締役の報酬等に関する方針および制度
・当社の取締役の個別の報酬等の内容
・当社の株主総会に提出する取締役、監査役の報酬等に関する議案の内容

ロ．当事業年度に係る報酬の総額等

(注) 1．上表には2024年６月27日をもって退任した監査役１名を含んでおります。
2．取締役の報酬限度額は、2014年６月26日開催の第51回定時株主総会において年額２億円以内と決議いただいております。当該株主総

会終結時点の取締役の員数は４名(うち社外取締役は－名)です。
3．監査役の報酬限度額は、2014年６月26日開催の第51回定時株主総会において年額４千万円以内と決議いただいております。当該株主

総会終結時点の監査役の員数は３名(うち社外監査役は２名)です。
4．当社は、2011年６月28日開催の第48回定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終結後引続き在任する取

締役及び監査役に対し、同制度廃止までの在任期間に応じて計上した役員退職慰労金をそれぞれの退任時に支給することを、同総会で
決議いたしました。
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取締役会（12回開催） 監査役会（17回開催）
出席回数 出席率 出席回数 出席率

社外取締役 金木　誠 12回 100％ － －
社外取締役 髙木大地 12回 100％ － －
社外監査役 遠藤勝利 12回 100％ 17回 100％
社外監査役 髙安博之 12回 100％ 17回 100％

⑥ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当社と当該他の法人等との関係
　社外取締役髙木大地氏は、弁護士法人関西法律特許事務所パートナー弁護士であります。
　当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
　社外監査役遠藤勝利氏は、遠藤勝利税理士事務所代表であります。
　当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
　社外監査役髙安博之氏は、公認会計士髙安博之事務所代表であります。
　当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員との兼任状況および当社と当該他の法人等との関係
　該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会および監査役会への出席状況

・活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要
　社外取締役金木誠氏は、当社が期待する行政および会社事業運営を通じて養われた企業活動に関する高
い見識等に基づく、適切な助言、提言等の意見表明を行っております。
　社外取締役髙木大地氏は、当社が期待する法律に関する高度な専門知識と豊富な経験に基づく、適切な
助言、提言等の意見表明を行っております。
　社外監査役遠藤勝利氏は、当社が期待する行政および税務を通じて養われた企業活動に関する高い見識
等に基づいた、経営に対する客観的・中立的立場からの意見を述べるなど、取締役会の意思決定の適法
性・合理性を確保するための助言・提言を行っております。監査役会においては、議案審議の必要に応じ
て発言を行っております。
　社外監査役髙安博之氏は、会計監査および企業税務に関する広範な知識と専門性を活かし、当社が期待
する取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。監査役会にお
いては、監査結果の意見交換および議案審議の必要に応じて発言を行っております。
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支払額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,800
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24,800

(4) 会計監査人の状況
① 名　　　称　太陽有限責任監査法人

② 報酬等の額

(注) 1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお
らず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．当社監査役会は、監査項目別監査時間および監査報酬の推移ならびに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及
び報酬の見積もり等の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意
に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

④ 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項
　金融庁が2023 年12 月26 日付で発表した処分の概要

イ．処分対象
太陽有限責任監査法人

ロ．処分内容
契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（2024 年１月１日から同年３月31日まで。ただし、既に監査
契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締結を除
く。）

ハ．処分理由
他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相当の注意を怠り、重
大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

1．業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する
ための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社及び子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた
めの体制

　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため「コンプライアンス・マニュ
アル」を制定し行動規範を定めており、コンプライアンス委員会がコンプライアンス推進方針の作成・改定、体制
の維持・管理、教育・啓蒙を統括しております。
　また、「内部通報制度」に基づいた通報窓口を設置し、監視体制を整備しております。
　さらに監査部門による内部監査を行い、これらの実効性を確保するために体制の見直し、強化を図ってまいりま
す。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る重要会議である取締役会、部長会の議事録を作成し、社内規程により保管しておりま
す。その他の重要な職務の執行に係る情報については、すべて稟議規程、文書取扱規程に則り文書化されており、
これを規程により保管しております。
　法令、社内規程の定める保管期間が終了した文書等は、確実に裁断あるいは消去いたします。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　取締役は、リスク管理規程により社内各部署において関連するリスクの洗い出し、リスク額の算出、リスク額軽
減の対策を検討し、半期に一度取締役会に報告することとしております。
　取締役会はその結果の妥当性、対策の有効性などを検討し、速やかにリスク回避・軽減対策の実行を指示してま
いります。
　また、大きな損失の発生の可能性が明らかになった場合、速やかに社長にまで報告が上がる体制を構築してお
り、速やかな危機管理につなげてまいります。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、職務の執行が効率的に行われることを確保するため、毎月１回の定例取締役会を開催するほか、必要に
応じて適宜臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決定と取締役の職務執行の監督を行っております。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われる体制を確保し、業務の専門化・高度化を図っていく
ために自主性を重んじながら、業務の適正を確保する体制についてはできる限りグループにおいて同一の体制を取
ることとしております。さらに、子会社管理規程を定め、それに則って子会社の役員人事、営業成績、財務状況そ
の他の重要な情報について定期的な報告を義務付けております。また、「コンプライアンス・マニュアル」「リス
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ク管理規程」については同一の規程を使用して子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制に努めております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役は、必要に応じて監査役を補助する使用人を置き、使用人に対して監査業務に必要な事項を命令できるも
のとし、監査役からの指示の実効性を確保します。
　また、監査役会の意見を十分に考慮して決定するものといたします。

⑦ 当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役から監査業務に必要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命令の範囲に属する業務に関して取締
役の指揮命令を受けないものとして取締役からの独立性を確保し、その人事異動、人事評価・懲戒処分は監査役会
の同意を得て行うものとします。

⑧ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　監査役監査規則を定めており、監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、必要に応じて取締役および使用人
から重要事項の報告を受けるものとしております。また業務執行に関する重要な文書、帳簿を閲覧し、必要に応じ
て取締役および使用人から報告を受けるものとしております。

⑨ 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保
するための体制

　監査役への報告を行った当社および子会社の取締役及び使用人は、当該報告をしたことを理由として、解雇・降
格・減給・配置転換等を含むいかなる不利益な取扱いも受けないものとしています。

⑩ 監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行について生じる費用または債務について、法令に則って適正に処理するものとしています。
⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役の監査が実効的に行われるためには、代表取締役の監査役監査の重要性と有用性に対しての理解と、社内
の十分な意思疎通が重要であると考えており、代表取締役と監査役、監査役と内部監査担当者、監査役と会計監査
人は定期的に情報の交換を実施しております。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　上記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の整備とその適切な運用に努めており
ます。当該体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

・コンプライアンス及びリスク管理
　法令、定款、社内規則及び企業倫理を遵守した行動を取るための行動規範としてコンプライアンス規程を制定し
ており、また、内部監査を実施し、業務における遵法状況・リスクの洗出しとリスクの対応策の見直しを行い、継
続的改善に取り組み、それらの結果を代表取締役社長、担当取締役及び監査役会に報告し、連携を図っておりま
す。
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・取締役の職務執行
　定例の取締役会を原則月１回開催するほか、必要に応じて開催し、重要事項に関する審議及び決定を行っており
ます。
　業務執行状況の監督機能を強化するため、社外取締役２名の選任としております。
・監査役の監査
　各監査役は監査の方針に従い、取締役及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に努めるとともに、
重要な決裁書類等の閲覧及び取締役会その他重要な会議に出席し取締役の職務執行の監査を行っております。さら
に、監査役会を通じて各監査役間の情報共有を図るとともに、会計監査人及び内部監査組織と情報交換を行い、監
査機能の強化・相互の連携を図っております。
・財務報告に係る内部統制
　内部統制内部監査計画に基づき内部監査を実施し、内部統制の評価を実施しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針
　当社は、財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要は以下のとお
りであります。

① 当社の財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針
　当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の
売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えま
す。
　しかし、社会基盤整備の分野において、国土防災と豊かな自然環境との調和に貢献する製品・工法を提供する当
社の経営においては、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社に与えられた社会的な
使命、それら当社の企業価値ひいては株主共同の利益を構成する要素等への理解が不可欠です。これらを継続的に
維持、向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である、製品・工法開発力、技術力、柔軟な供給体制、取
引先等との強固な信頼関係、地域経済・社会への貢献が必要不可欠であると考えております。当社の財務及び事業
の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視点に立った施策が実行されない場合、当社の企業価値ひいて
は株主共同の利益や当社に関わる全てのステークホルダーの利益は毀損されることになる可能性があります。
　当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますもの
の、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうか等買付者によ
る大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の双方
から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の皆様にと
っても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方針、事業計画
の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保有を検討するうえで重要な判断
材料となると考えます。
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　以上を考慮した結果、当社としましては、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の判断のため
に、当社が設定し事前に開示する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）にしたがって、買付行
為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会のための一定の評価期間が経過し、
かつ当社取締役会または株主総会が対抗措置発動の可否について決議を行った後にのみ当該買付行為を開始する必
要があると考えております。
　また、大規模な買付行為の中には、当該買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められ
るものもないとは言えません。当社は、かかる大規模な買付行為に対して、当社取締役会が下記③に記載する本対
応方針にしたがって適切と考える方策をとることが、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要であると
考えております。

② 基本方針の実現に資する特別な取組みについての概要
　当社は、基本的な施策として以下の事項に取り組んでおります。

イ．コアビジネスの強化
　政府の国土強靭化策による全国の防災・減災対策事業や社会資本整備の更新は、気候変動による自然災害の激
甚化・頻発化に直面するなかで、持続可能な社会の実現に貢献するものであり、今後発生する自然災害に対応し
て、消波根固ブロック及びプレキャスト製品等の高機能化、高付加値化を展開する製品開発を推進することによ
り、コアビジネスを強化します。
ロ．技術力向上による製品・工法開発の推進
　生態系との共生を目指す環境活性コンクリートをコンクリート製品に使用する取組み及びブルーカーボン推進
のための藻場の造成と回復を実現する取組み等、新たな市場の開発と社会基盤整備の枠を広げる展開を防災・減
災企業として推進しています。このような展開は、技術士及び社会人ドクターの取得、更に論文発表等を会社制
度として支援し、技術者の技術力の向上を推進していることから生まれるものであると考えます。
ハ．海外事業の展開
　ベトナムを拠点とした製品供給体制の充実により、東南アジア各国の旺盛な社会基盤整備に貢献する製品・工
法を提供できる体制を整え、海外事業を展開します。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
するための取組みの概要

　当社は、2015年４月24日付取締役会決議に基づき、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針」を導入し、
同年６月26日開催の第52回定時株主総会において、その継続について株主の皆様のご承認をいただきました。そ
の後、過去３度にわたり継続しており、直近では、2024年６月27日開催の第61回定時株主総会において「当社株
券等の大規模買付行為への対応方針（買収への対応方針）継続」（以下「本対応方針」といいます。）について株
主の皆様のご承認をいただきました。
　本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、結果
として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的
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な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。）または、
結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社の他の株主との合意等（以下かかる買付行為また
は合意等を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為または合意等を行う者を以下「大規模買付者」といいま
す。）が行われる場合には、大規模買付行為に応じて当社株式を売却するか否かを株主の皆様が判断するために必
要な情報を確保し、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。
　また、上記基本方針に反し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予約
権の発行等を利用することにより阻止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させることを目的として
おります。
　当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模買付者及
び大規模買付行為の概要並びに当社が定める大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出することを
求めます。大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情報リストに基
づき、株主の皆様の判断並びに当社取締役会及び独立委員会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下
「本必要情報」といいます。）の提供を求めます。
　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報の提
供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または
90日間（その他の大規模買付行為の場合）（最大30日間の延長があり得ます。）を当社取締役会による評価、検
討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当該期間内に、独立委員会に諮問し、また、必要に応じて外
部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会から
の勧告を最大限尊重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表するとともに必要に応じ、
大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に対
し代替案を提示することもあります。
　当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付行為が企業価値ひいては株主
共同の利益を著しく損なうか否か及び対抗措置をとるか否か等の判断については、その客観性、公正さ及び合理性
を担保するため、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置したうえで、取締役会はこれに必ず諮問
することとし、独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動または不発動もしくは株主総会招集の決議その
他必要な決議を行うものとします。対抗措置として、新株予約権の発行を実施する場合には、当該新株予約権に
は、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使条件、及び当社が大規模買付者等以外の者から当社
株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項を付すことがあるものとし、新株予約権者は、当
社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができ
るものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合は、適時適切に情報開示を行います。
　本対応方針の有効期限は、2024年６月27日開催の定時株主総会においてその継続が承認されたことから、当該
定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとしま
す。　なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.nikken-
kogaku .co . jp/ i r/soka i/#baibo）に掲載する2024年５月27日付プレスリリースをご覧ください。
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④ 上記②、③の取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　本対応方針は、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる目的をもって継続されたものであり、当社の基本
方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、対抗措置
の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会は当社の費用で
独立した第三者である専門家等を利用することができるとされていること、必要に応じて新株予約権の無償割当て
の実施につき株主総会に諮ることとなっていること、本対応方針の有効期間は３年であり、その継続については株
主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされ
ている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的
とするものではありません。
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連結計算書類

連結貸借対照表（2025年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
未収還付法人税等
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
鋼製型枠
機械装置
車両運搬具
器具備品
土地
リース資産
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
破産債権等
保険積立金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

4,731,562
2,735,505
534,261
331,055
760,620
172,207

6,561
5,909

195,765
△10,323
1,802,217
248,329
17,450
65,976
9,976

13
2,928

52,870
99,113
14,560
4,486

10,074
1,539,327
980,182
139,196
494,849

797
65,035

△140,733 　

負債の部
流動負債 1,560,729

支払手形 608,042
買掛金 357,843
1年内返済予定の長期借入金 126,000
未払金 182,104
未払法人税等 79,831
未払消費税等 35,237
契約負債 12,430
リース債務 53,827
その他 105,412

固定負債 373,343
長期借入金 92,500
リース債務 51,352
退職給付に係る負債 88,413
株式給付引当金 5,444
繰延税金負債 108,774
その他 26,858

負債合計 1,934,073
純資産の部
株主資本 4,381,566
資本金 1,004,427
資本剰余金 541,691
利益剰余金 2,901,757
自己株式 △66,310

その他の包括利益累計額 211,484
その他有価証券評価差額金 211,484

非支配株主持分 6,655
純資産合計 4,599,706

資産合計 6,533,779 負債・純資産合計 6,533,779
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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連結損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 5,515,740
売上原価 3,814,785
売上総利益 1,700,954
販売費及び一般管理費 1,357,716
営業利益 343,238
営業外収益
受取利息 1,830
受取配当金 28,868
貸倒引当金戻入 3,257
棚卸資産処分益 5,107
受取保険料 5,000
保険解約返戻金 5,612
業務受託料 193,967
その他 7,772 251,416
営業外費用
支払利息 3,581
為替差損 59
業務受託費用 178,323
その他 980 182,944
経常利益 411,710
特別利益
固定資産売却益 441 441
税金等調整前当期純利益 412,151
法人税、住民税及び事業税 124,990
法人税等調整額 △2,737 122,253
当期純利益 289,898
非支配株主に帰属する当期純利益 6,396
親会社株主に帰属する当期純利益 283,501

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,004,427 541,691 2,674,116 △65,381 4,154,853
当連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △55,860 △55,860
親会社株主に帰属する当期純利益 283,501 283,501
自己株式の取得 △929 △929
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額) －

当連結会計年度中の変動額合計 － － 227,641 △929 226,712
当期末残高 1,004,427 541,691 2,901,757 △66,310 4,381,566

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 242,193 242,193 258 4,397,306
当連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △55,860
親会社株主に帰属する当期純利益 283,501
自己株式の取得 △929
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額) △30,709 △30,709 6,396 △24,312

当連結会計年度中の変動額合計 △30,709 △30,709 6,396 202,400
当期末残高 211,484 211,484 6,655 4,599,706

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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連結注記表
1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 三省水工株式会社

東洋水研株式会社
ＮＫ関西工建株式会社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法

イ．満期保有目的の債券 償却原価法
ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
以外のもの

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ハ．棚卸資産の評価基準および評価方法

・商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

・原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

(リース資産を除く) 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用しております。
ロ．所有権移転外ファイナンス・ リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。また、残存価額については、リ

リース取引に係るリース資産 ース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零と
しております。

ハ．無形固定資産 定額法によっております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。
③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

株式給付引当金 従業員のうち株式交付規程に基づく受益者要件を満たす者への株式の給付に備えるため、
株式給付債務の見込額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
当社および連結子会社は、退職給付債務および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、退職給付債務か
ら年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（負の値の場合は退職給付に係る資産）として計上しております。
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⑤ 収益及び費用の計上基準
イ． 型枠貸与事業 型枠貸与事業では、主に消波根固ブロック製作用の鋼製型枠の貸与及び販売を行っており

ます。鋼製型枠の貸与における主要な履行義務は、鋼製型枠の貸与を行うことであり、顧
客が貸与された鋼製型枠を使用して製作したブロックの個数に基づいて、一定の期間に亘
り収益を認識しております。鋼製型枠の販売における主要な履行義務は鋼製型枠の引き渡
しを行うことであり、顧客との契約に基づき鋼製型枠の納入時点で鋼製型枠の支配が顧客
に移転すると判断していることから、顧客へ鋼製型枠を納入した時点で、当該財と交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

ロ． 製品販売事業 製品販売事業では、主にコンクリート二次製品や土木シートの販売を行っております。製
品販売事業における主要な履行義務は、製品の引き渡しを行うことであり、顧客に製品を
納入した時点で製品の支配が顧客に移転すると判断していることから、顧客へ製品を納入
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識してお
ります。但し「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを
適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客
に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しておりま
す。
　認識する収益の金額は、顧客と取り交わした契約書の内容に基づいており、その支払条
件についても同様であります。これらの取引は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、
契約に重大な金融要素は含まれておりません。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
・法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書
きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28
日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該
会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における取扱
いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の
変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更
による前連結会計年度の連結財務諸表及び当連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（追加情報）
（従業員向け株式交付信託）
　当社は、2024年２月26日開催の取締役会決議に基づき、当社及び当社グループ会社の従業員（以下「従業員」といいま

す。）を対象とする株式交付制度（以下「本制度」といいます。）を導入しております。
　なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じております。
(1)取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託（以下「本信託」といいます。）を設定し、本信託が当社普通株式（以下

「当社株式」といいます。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して付与されるポイントに基づき、本
信託を通じて当社株式を交付する制度であります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,207,914千円

現金及び預金 20,000千円
計 20,000千円

１年内返済予定の長期借入金 6,000千円
長期借入金 5,000千円
計 11,000千円

リボルビング・クレジット・ファシリティ総額 400,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 400,000千円

当座貸越限度額の総額 500,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 500,000千円

(2)信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し

ております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は64,954千円、株式数は39,200株であります。

3．会計上の見積りに関する注記
・商品及び製品の評価

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、商品及び製品　172,207千円であります。なお、当期の売上原価には棚卸資産
評価損計上額19,597千円が含まれております。
　これらは主に、将来の販売見込等に基づき収益の低下の有無を判断し、評価損及び除却損を適時に費用計上しております。将
来の販売見込等の仮定が実際と異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記

(2) 鋼製型枠
鋼製型枠は、コンクリートブロック製造用型枠であります。

(3) リース資産
リース資産は、主にコンクリートブロック製造用型枠等であります。

(4) 担保に供している資産および担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(5) リボルビング・クレジット・ファシリティ契約
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行とリボルビング・クレジット・ファシリティ契約を締結して
おります。当該契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

(6) 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に基づく当連結会計年
度末における借入未実行残高は次のとおりであります。
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株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 1,862千株 －千株 －千株 1,862千株

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 39千株 0千株 －千株 40千株

決　　議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会 普通株式 55,860 30.00 2024年３月31日 2024年６月28日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 55,840 30.00 2025年３月31日 2025年６月27日

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

(注) 自己株式の数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。なお、当連結会計年度の期首および期末の株式数には、従業員向け株式交
付信託が所有する当社株式 39千株を含めております。

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

(注) 2024年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金1,176千円が含まれて
おります。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(注) １．2025年６月26日開催の定時株主総会の議案として、提案しております。
２．2025年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金1,176千円が含ま

れております。

33



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券

満期保有目的の債券 60,000 58,505 △1,495

その他有価証券 910,182 910,182 －

資産計 970,182 968,687 △1,495

長期借入金 218,500 215,391 △3,108
リース債務 105,180 104,659 △521

負債計 323,680 320,050 △3,629

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 10,000千円

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資については設備投資計画に照らして、金融機関からの借入、自己資金および所有権移転外ファイナ
ンス・リースで行っております。また、短期的な運転資金を金融機関からの借入により調達しております。余裕資金は預金等
の安全性の高い金融資産を中心に運用し、投機的な目的の取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しましては、
当社は、営業債権について取引先の状況を取引相手先ごとに期日および残高を確認するとともに、財務状況の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券は主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。当該リスクに関しましては、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握
しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は固定金利による契約となっております。
リース債務（流動負債）およびリース債務（固定負債）は設備投資に係る所有権移転外ファイナンス・リースであり、償還日
は決算日後最長で４年であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項
現金及び預金、 受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形及び買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。

(注２) 市場価格のない株式等

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 910,182 － － 910,182

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

満期保有目的の債券
社債 － 58,505 － 58,505

長期借入金 － 215,391 － 215,391
リース債務 － 104,659 － 104,659

（3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）1.時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。なお満期保有目的の債券については、元利金の合計額を当該債券の残存期間及び信用
リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により時価を算定していることから、レベル２の時価に分類しており
ます。
長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務
　リース債務の時価は、元利金の合計額を、新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
現金及び預金 2,734,671 － － －
受取手形 534,261 － － －
電子記録債権 331,055 － － －
売掛金 760,620 － － －
投資有価証券

満期保有目的の債券
社債 － 60,000 － －

合計 4,360,608 60,000 － －

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
長期借入金 126,000 92,500 － －
リース債務 53,827 51,352 － －

合計 179,827 143,852 － －

報告セグメント
合計

型枠貸与事業 製品販売事業
一時点で移転される財

一定の期間にわたり移転される財

1,300

1,652,975

3,861,464

－

3,862,764

1,652,975

顧客との契約から生じる収益 1,654,275 3,861,464 5,515,740
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 1,654,275 3,861,464 5,515,740

2.金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

3.借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

7．収益認識に関する注記
（1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
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当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 2,125,369 1,625,937

契約資産 － －

契約負債 － 12,430

(1) １株当たり純資産額 2,520円69銭
(2) １株当たり当期純利益 155円55銭

（2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
型枠貸与事業
　型枠貸与事業では、主に消波根固ブロック製作用の鋼製型枠の貸与及び販売を行っております。鋼製型枠の貸与における主
要な履行義務は、鋼製型枠の貸与を行うことであり、顧客が貸与された鋼製型枠を使用して製作したブロックの個数に基づい
て、一定の期間に亘り収益を認識しております。鋼製型枠の販売における主要な履行義務は鋼製型枠の引き渡しを行うことで
あり、顧客との契約に基づき鋼製型枠の納入時点で鋼製型枠の支配が顧客に移転すると判断していることから、顧客へ鋼製型
枠を納入した時点で、当該財と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
製品販売事業
　製品販売事業では、主にコンクリート二次製品や土木シートの販売を行っております。製品販売事業における主要な履行義
務は、製品の引き渡しを行うことであり、顧客に製品を納入した時点で製品の支配が顧客に移転すると判断していることか
ら、顧客へ製品を納入した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。但し
「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出
荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してお
ります。
　認識する収益の金額は、顧客と取り交わした契約書の内容に基づいており、その支払条件についても同様であります。これ
らの取引は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重大な金融要素は含まれておりません。

（3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び負債

(単位：千円)

契約負債は、主にコンクリート二次製品の販売契約に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債
は、収益認識に伴い取り崩されます。

②残存履行義務に配分した取引金額
当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引が無いため、残存履行義務に関する情報の記載を
省略しております。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

8．１株当たり情報に関する注記

（注）当社は「従業員向け株式交付信託」を導入しており、当該信託が保有する当社株式を連結計算書類において自己株式として計上しておりま
す。これに伴い、１株当たり純資産額の算定上、当該信託が保有する当社株式を控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利
益の算定上、当該信託が保有する当社株式を「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式数に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は当連結会計年度において39,200株であります。また、１株当たり当期純
利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度において、39,200株であります。

9．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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計算書類

貸借対照表（2025年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
前払費用
関係会社短期貸付金
１年内回収予定の関係会社長期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
鋼製型枠
機械装置
器具備品
土地
リース資産
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社長期貸付金
敷金
破産債権等
保険積立金
その他
貸倒引当金　

3,144,655
1,344,745
498,168
328,653
704,665
155,330

92
77,235
38,500
50,000
38,778

△91,514
2,093,594
122,593

3,527
33,044
1,088
2,354
1,073

81,505
8,792
2,025
6,767

1,962,209
837,819
707,308
156,300
61,069

139,196
355,774

1,726
△296,986 　

負債の部
流動負債 1,273,315

支払手形 586,148
買掛金 310,156
1年内返済予定の長期借入金 120,000
未払金 59,784
未払法人税等 71,008
未払消費税等 24,638
契約負債 12,430
リース債務 50,612
その他 38,536

固定負債 237,765
長期借入金 87,500
リース債務 34,880
退職給付引当金 2,348
繰延税金負債 85,490
株式給付引当金 3,595
その他 23,950

負債合計 1,511,080
純資産の部
株主資本 3,570,867
資本金 1,004,427
資本剰余金 541,691
資本準備金 541,691

利益剰余金 2,091,058
利益準備金 251,106
その他利益剰余金 1,839,952
別途積立金 700,000
繰越利益剰余金 1,139,952

自己株式 △66,310
評価・換算差額等 156,301
その他有価証券評価差額金 156,301

純資産合計 3,727,169
資産合計 5,238,250 負債・純資産合計 5,238,250

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 4,548,050
売上原価 3,322,115
売上総利益 1,225,934
販売費及び一般管理費 942,793
営業利益 283,141
営業外収益
受取利息 4,387
受取配当金 24,647
棚卸資産処分益 2,384
貸倒引当金戻入額 3,472
業務受託料 44,513
その他 6,222 85,627

営業外費用
支払利息 3,153
貸倒引当金繰入額 30,952
業務受託費用 45,270
その他 418 79,794

経常利益 288,973
税引前当期純利益 288,973
法人税、住民税及び事業税 115,105
法人税等調整額 △2,953 112,151
当期純利益 176,822

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰  余  金

当期首残高 1,004,427 541,691 － 541,691 251,106 700,000 1,018,989 1,970,096
当事業年度中の変動額

剰余金の配当 － △55,860 △55,860
当期純利益 － 176,822 176,822
自己株式の取得 － －

株主資本以外の項目の当事業年
度中の変動額(純額) － －

当事業年度中の変動額合計 － － － － － － 120,962 120,962
当期末残高 1,004,427 541,691 － 541,691 251,106 700,000 1,139,952 2,091,058

評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本

合　　計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △65,381 3,450,834 207,950 207,950 3,658,784
当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △55,860 － △55,860
当期純利益 176,822 － 176,822
自己株式の取得 △929 △929 － △929

株主資本以外の項目の当事業年
度中の変動額(純額) － △51,648 △51,648 △51,648

当事業年度中の変動額合計 △929 120,033 △51,648 △51,648 68,384
当期末残高 △66,310 3,570,867 156,301 156,301 3,727,169

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準および評価方法

① 満期保有目的の債券 償却原価法
② 子会社株式 移動平均法による原価法
③ その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
以外のもの

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
④ 棚卸資産の評価基準および評価方法

・商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

・原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

(リース資産を除く) 2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用しております。
② 所有権移転外ファイナンス・ リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。また、残存価額については、リー

リース取引に係るリース資産 ス契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零として
おります。

③ 無形固定資産 定額法によっております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。
(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込
(前払年金費用） 額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付引当金（負の値の場合

は前払年金費用）として計上しております。
③ 株式給付引当金 従業員のうち株式交付規程に基づく受益者要件を満たす者への株式の給付に備えるため、株

式給付債務の見込額を計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準
① 型枠貸与事業 型枠貸与事業では、主に消波根固ブロック製作用の鋼製型枠の貸与及び販売を行っておりま

す。鋼製型枠の貸与における主要な履行義務は、鋼製型枠の貸与を行うことであり、顧客が
貸与された鋼製型枠を使用して製作したブロックの個数に基づいて、一定の期間に亘り収益
を認識しております。鋼製型枠の販売における主要な履行義務は鋼製型枠の引き渡しを行う
ことであり、顧客との契約に基づき鋼製型枠の納入時点で鋼製型枠の支配が顧客に移転する
と判断していることから、顧客へ鋼製型枠を納入した時点で、当該財と交換に受け取ると見
込まれる金額で収益を認識しております。

② 製品販売事業 製品販売事業では、主にコンクリート二次製品や土木シートの販売を行っております。製品
販売事業における主要な履行義務は、製品の引き渡しを行うことであり、顧客に製品を納入
した時点で製品の支配が顧客に移転すると判断していることから、顧客へ製品を納入した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
但し「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商
品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される
時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　認識する収益の金額は、顧客と取り交わした契約書の内容に基づいており、その支払条件
についても同様であります。これらの取引は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約
に重大な金融要素は含まれておりません。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

2．会計方針の変更に関する注記
・法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用しております。概要については連結注記表２．会計方針の変更に関する注記に記載して
おります。

（追加情報）
（従業員向け株式交付信託）

当社は、2024年２月26日開催の取締役会決議に基づき、当社及び当社グループ会社の従業員を対象とする株式交付制度を導
入しております。概要については、連結注記表（追加情報）（従業員向け株式交付信託）に記載しております。

3．会計上の見積りに関する注記
・関係会社への投融資の評価

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を
及ぼす可能性があるものは、関係会社株式　707,308千円、関係会社貸付金　244,800千円および貸倒引当金（関係会社分を含
む）　388,501千円であります。
対象会社の財政状態が著しく悪化した場合には、適時に株式評価損を計上しております。また、関係会社への貸付金の評価は、
対象会社の財政状態及び経営成績の状況を勘案し、回収可能性を判断した上で、回収可能性が見込めない場合に貸倒引当金を計
上しております。これらの回収可能性の見込みが実際と異なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があ
ります。

・商品及び製品の評価
商品及び製品　155,330千円、売上原価に含まれる棚卸資産評価損19,946千円については「連結計算書類 連結注記表 3.会計上
の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,668,825千円

① 短期金銭債権 111,270千円
② 長期金銭債権 156,300千円
③ 短期金銭債務 9,999千円

リボルビング・クレジット・ファシリティ総額 400,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 400,000千円

貸越限度額の総額 500,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 500,000千円

4．貸借対照表に関する注記

(2) 鋼製型枠
鋼製型枠は、コンクリートブロック製造用型枠であります。

(3) リース資産
リース資産は、主にコンクリートブロック製造用型枠等であります。

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(5) リボルビング・クレジット・ファシリティ契約
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行とリボルビング・クレジット・ファシリティ契約を締結して
おります。当該契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

(6) 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残
高は次のとおりであります。
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① 売上高 94,512千円
② 仕入高 171,486千円
③ 営業取引以外の取引高 2,903千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 39千株 0千株 －千株 40千株

繰延税金資産
その他有価証券評価差額金 14,808千円
関係会社株式評価損 29,676千円
貸倒引当金超過額 122,455千円
投資有価証券 3,629千円
商品否認額 8,083千円
退職給付引当金 740千円
株式給付引当金 1,133千円
未払事業税 4,959千円
その他 11,636千円

計 197,123千円
評価性引当額 △190,289千円
繰延税金資産合計 6,833千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 92,323千円

繰延税金負債合計 92,323千円
繰延税金負債の純額 85,490千円

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

6．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

(注) 自己株式の数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。なお、当事業年度の期首および期末の自己株式数には、従業員向け株式交
付信託が所有する当社株式数 39千株を含めております。

7．税効果会計に関する注記
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　2025年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が公布され、2026年４月１日以後開始する事
業年度より防衛特別法人税が課されることになりました。
　これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税
金負債の 計算に使用する法定実効税率が従来の30.6％から31.5％となります。
　この税率変更により、繰延税金負債が2,582千円増加し、法人税等調整額（貸方）が53千円増加し、その他有価証券評価差額金
が2,636千円減少しております。
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種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者との

関係
取引
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社

東洋水研
株式会社

所　有
直　接
90.0

資金の貸付関係、
役員の兼任

資金の回収 63,600
関係会社長期貸付金(注2) 50,000

利息の受取
（注1） 1,485

ＮＫ関西工建
株式会社

所　有
直　接
100.0

資金の貸付関係、
役員の兼任

資金の貸付 31,000
関係会社短期貸付金 38,500

関係会社長期貸付金(注2) 156,300

利息の受取
（注1） 1,417

未収収益 367

各種業務費用
の精算等(注3) 47 前払費用 42,753

(1) １株当たり純資産額 2,045円49銭
(2) １株当たり当期純利益 97円02銭

8．関連当事者との取引に関する注記

(注) 1.資金の貸付について、貸付に伴う利息は市場金利を勘案し決定しております。
2.関係会社長期貸付金には1年内回収予定の関係会社長期貸付金を含んでおります。
3.先行業務費用に関する前払いであります。

9．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類 連結注記表 7.収益認識に関する注記」に同
様の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(注) 当社は「従業員向け株式交付信託」を導入しており、当該信託が保有する当社株式を計算書類において自己株式として計上しております。これ
に伴い、１株当たり純資産額の算定上、当該信託が保有する当社株式を控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定
上、当該信託が保有する当社株式を「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式数に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は当事業年度において39,200株であります。また、１株当たり当期純利益
の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当事業年度において、39,200株であります。

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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監査報告書

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 小  松   亮  一業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 江 口 慎 太 郎業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

日建工学株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第 444条第４項の規定に基づき、日建工学株式会社の 2024年４月１日から 2025年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
日建工学株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告書

46



連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
　を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
　な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
　評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
　び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
　づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
　結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
　事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
　類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
　拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
　かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
　る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
　入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査
　閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 小  松   亮  一業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 江 口 慎 太 郎業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

日建工学株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第 436条第２項第１号の規定に基づき、日建工学株式会社の2024年４月１日から2025年３月
31日までの第 62 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告書
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
　を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
　な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
　価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
　び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
　き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
　論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
　に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
　て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
　いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
　どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
　や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第62期事業年度における取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受
けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、業
務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方
法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針および同号ロの各取組みについては、
取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書
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2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関
する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ
いては、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各
取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の
会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2025年５月23日

日建工学株式会社　監査役会

常勤監査役 冨 永 　 準 ㊞
監査役 遠 藤 勝 利 ㊞
監査役 髙 安 博 之 ㊞

(注) 監査役遠藤勝利および監査役髙安博之は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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会　場
ＢＩＺ新宿１階多目的ホール
ＢＩＺ新宿正面玄関通路は、２階となっておりますので、階段を下り、会場へお越しください。
所在地　東京都新宿区西新宿六丁目８番２号

交　通 東京メトロ丸ノ内線　　　　西新宿駅下車 徒歩約５分
都営大江戸線　　　　　　　都庁前駅下車 徒歩約６分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


